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研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン新旧対照表 

 

改   正   案 現    行 

研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準） 

平成１９年２月１５日 

文部科学大臣決定 

平成２６年２月１８日改正 

令和 ３年２月 １日改正 

はじめに 

（本ガイドラインの目的と改正の背景） 

 

略 

 

ガイドライン策定後、平成２６年２月に「公的研究費の適正な管理に関す

る有識者会議」における議論を踏まえて新たな内容を加える改正を行い、各

機関においてガイドラインに基づく管理・監査体制の整備が進んだことによ

り、取引業者等を介した不正事案は顕著に減少した。 

 

しかしながら、謝金・給与や旅費等に係る不正事案は増加傾向にあるな

ど、研究費不正は依然として様々な形で発生している。その主な要因として

は、不正防止の PDCA サイクル<Plan（計画）・Do（実施・実行）・Check（点

検・評価）・Action（改善）>の形骸化、組織全体への不正防止意識の不徹

底、内部牽制の脆弱性等が挙げられる。 

 

今回の改正は、依然として研究費不正が発生している要因を踏まえ、①ガ

バナンスの強化、②意識改革、③不正防止システムの強化の３項目を柱とし

て不正防止対策を強化するとともに、これまでの各機関の取組状況も考慮し

つつ、より実効的な取組を促すために従前のガイドラインの記述のさらなる

具体化・明確化を図るものである。 

 

各機関では、その性格や規模を踏まえ、創意工夫ある体制整備を進めてき

た現状の取組について、本ガイドラインの改正点を取り込み、PDCA サイクル

を徹底すると同時に、情報発信も含めた透明性の確保・向上、及び競争的研

究費等の運営・管理に関わる全ての構成員の不正防止に向けた意識の向上と

研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準） 

平成１９年２月１５日 

文部科学大臣決定 

平成２６年２月１８日改正 

 

はじめに 

（本ガイドラインの目的と改正の背景） 

 

 略 

 

今回の改正に先立ち、昨今、不正事案が社会問題として大きく取り上げら

れる事態となっており、改めてこれまでの対応について総括を行い、今後講

じるべき対応策について集中的に検討を行うため、平成２５年８月に文部科

学副大臣の下に設置された「研究における不正行為・研究費の不正使用に関

するタスクフォース」において、同年９月に中間取りまとめが行われた。 

 

これを受け、研究振興局に設置された「公的研究費の適正な管理に関する

有識者会議」における議論を踏まえ、中間取りまとめの基本方針である、①

不正を事前に防止するための取組、②組織としての管理責任の明確化、③国

による監視と支援について新たな内容を加えるとともに、これまでの各機関

の取組状況や近年の不正事案の発生要因も考慮しつつ、従前のガイドライン

の記述の具体化・明確化を図った。 

 

 

 

 

 

各機関では、平成１９年度のガイドライン策定時から、その性格や規模を

踏まえ、創意工夫ある体制整備を進めてきた現状の取組について、本ガイド

ラインの改正点を取り込み、PDCA サイクル<Plan（計画）・Do（実施・実行）・

Check（点検・評価）・Action（改善）>を徹底すると同時に、情報発信も含め
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浸透を図ることにより、より実効性ある取組が一層推進されることを強く期

待する。 

 

 略 

 

（適用） 

第１節から第６節までについては、機関において、令和３年度中に、順

次、各節に係る取組を行うこととし、第７節、第８節については、平成２６

年度当初予算以降（継続も含む。）における競争的研究費等を対象とし、文部

科学省、配分機関において、両節に係る措置等を行うこととする。 

 

 

（用語の定義） 

本ガイドラインにおいて用いる用語の定義について示す。 

 

（１）競争的研究費等 

文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的

資金を中心とした公募型資金。 

 

（２）機関 

上記（１）の競争的研究費等の配分を受ける全ての機関（大学、高等専門

学校、大学共同利用機関、独立行政法人、国及び地方公共団体の試験研究機

関、企業、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特

例民法法人等）。 

 

 

（３）配分機関 

上記（２）の機関に対して、上記（１）の競争的研究費等を配分する機関

（文部科学省、文部科学省が所管する独立行政法人）。 

 

（４）監事 

 大学等における監事又は企業における監査役等、上記（２）の機関の業務

を監査する者。監事又は監査役を置かない機関においては、監査に相当する

職務を果たしている者。 

 

（５）構成員 

た透明性の確保・向上を図ることにより、より実効性ある取組が一層推進さ

れることを強く期待する。 

 

 略 

 

（適用） 

第１節から第６節までについては、機関において、平成２６年度中に、順

次、各節に係る取組を行うこととし、第７節、第８節については、平成２６

年度当初予算以降（継続も含む。）における競争的資金を対象とし、文部科学

省、配分機関において、両節に係る措置等を行うこととする。 

 

 

（用語の定義） 

本ガイドラインにおいて用いる用語の定義について示す。 

 

（１）競争的資金等 

文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的

資金を中心とした公募型の研究資金。 

 

（２）機関 

上記（１）の競争的資金等の配分を受ける全ての機関（大学、高等専門学

校、大学共同利用機関、独立行政法人、国及び地方公共団体の試験研究機

関、企業、公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特

例民法法人等）。 

 

 

（３）配分機関 

上記（２）の機関に対して、上記（１）の競争的資金等を配分する機関

（文部科学省、文部科学省が所管する独立行政法人）。 

 

（新規） 

 

 

 

 

（４）構成員 
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上記（２）の機関に所属する非常勤を含む、研究者、事務職員、技術職員

及びその他関連する者。 

 

（６）不正 

故意若しくは重大な過失による競争的研究費等の他の用途への使用又は競

争的研究費等の交付の決定の内容やこれに付した条件に違反した使用。 

また、研究活動に関係する不正については、上記のほか、研究活動におけ

る不正行為（ねつ造、改ざん、盗用等)も挙げられるが、これらについては、

「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」において、

それぞれの機関が整備すべき事項等が示されている。体制整備等において

は、共通的事項も含まれているが、それぞれのガイドラインを踏まえ、対策

を講じることが必要である。 

 

（７）コンプライアンス教育 

不正を事前に防止するために、機関が競争的研究費等の運営・管理に関わ

る全ての構成員に対し、自身が取り扱う競争的研究費等の使用ルールやそれ

に伴う責任、自らのどのような行為が不正に当たるのかなどを理解させるこ

とを目的として実施する教育（具体的な内容については、第２節１の「実施

上の留意事項」②を参照）。 

 

（８）啓発活動 

不正を起こさせない組織風土を形成するために、機関が構成員全体に対

し、不正防止に向けた意識の向上と浸透を図ることを目的として実施する諸

活動全般（具体的な内容については、第２節１の「実施上の留意事項」⑤及

び⑥を参照）。 

 

（９）管理条件 

文部科学省が、調査の結果、機関の体制整備等の状況について不備を認め

る場合、当該機関に対し、改善事項及びその履行期限を示した競争的研究費

等の交付継続の条件。 

 

（本ガイドラインの構成と留意点) 

 

 略 

 

 

上記（２）の機関に所属する非常勤を含む、研究者、事務職員、技術職員

及びその他関連する者。 

 

（５）不正 

故意若しくは重大な過失による競争的資金等の他の用途への使用又は競争

的資金等の交付の決定の内容やこれに付した条件に違反した使用。 

また、研究活動に関係する不正については、上記のほか、研究活動におけ

る不正行為（ねつ造、改ざん、盗用等)も挙げられるが、これらについては、

「研究活動の不正行為への対応ガイドライン」において、それぞれの機関が

整備すべき事項等が示されている。体制整備等においては、共通的事項も含

まれているが、ぞれぞれのガイドラインを踏まえ、対策を講じることが必要

である。 

 

（６）コンプライアンス教育 

不正を事前に防止するために、機関が構成員に対し、自身が取り扱う競争

的資金等の使用ルールやそれに伴う責任、自らのどのような行為が不正に当

たるのかなどを理解させるために実施する教育（具体的な内容については、

第２節（３）の「実施上の留意事項」①を参照）。 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

（７）管理条件 

文部科学省が、調査の結果、機関の体制整備等の状況について不備を認め

る場合、当該機関に対し、改善事項及びその履行期限を示した競争的資金の

交付継続の条件。 

 

（本ガイドラインの構成と留意点) 

 

 略 
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第１節 機関内の責任体系の明確化 

 

研究費不正の根絶を実現するためには、最高管理責任者の強力なリーダー

シップの下、機関全体で取り組むことが求められ、最高管理責任者が不正防

止に向けた取組を促すなど、構成員の意識の向上と浸透を図る必要がある。 

また、監事は、機関の業務運営等を監査し、機関の長に直接意見を述べる

立場にあることから、競争的研究費等の運営・管理についても重要な監査対

象として確認することが求められる。 

機関が、競争的研究費等の運営・管理を適正に行うためには、機関内の運

営・管理に関わる責任者が不正防止対策に関して機関内外に責任を持ち、積

極的に推進していくとともに、その役割、責任の所在・範囲と権限を明確化

し、責任体系を機関内外に周知・公表することが必要である。 

 

第１節 機関内の責任体系の明確化 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

機関が、競争的資金等の運営・管理を適正に行うためには、機関内の運

営・管理に関わる責任者が不正防止対策に関して機関内外に責任を持ち、積

極的に推進していくとともに、その役割、責任の所在・範囲と権限を明確化

し、責任体系を機関内外に周知・公表することが必要である。 

 

１ 競争的研究費等の運営・管理に関わる責任体系の明確化 

（機関に実施を要請する事項） 

(１) 機関全体を統括し、競争的研究費等の運営・管理について最終責任

を負う者として「最高管理責任者」を定め、その職名を公開する。最

高管理責任者は、原則として、機関の長が当たるものとする。 

<役割> 

ア 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定・周知する

とともに、それらを実施するために必要な措置を講じる。また、

統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者が責任を持って

競争的研究費等の運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシッ

プを発揮する。 

イ 不正防止対策の基本方針や具体的な不正防止対策の策定に当た

っては、重要事項を審議する役員会・理事会等（以下「役員会

等」という。）において審議を主導するとともに、その実施状況や

効果等について役員等と議論を深める。 

ウ 最高管理責任者が自ら部局等に足を運んで不正防止に向けた取

組を促すなど、様々な啓発活動を定期的に行い、構成員の意識の

向上と浸透を図る。 

 

(２) 最高管理責任者を補佐し、競争的研究費等の運営・管理について機

関全体を統括する実質的な責任と権限を持つ者として「統括管理責任

者」を定め、その職名を公開する。 

<役割> 略  

 

（機関に実施を要請する事項） 

① 機関全体を統括し、競争的資金等の運営・管理について最終責任を負

う者（以下、「最高管理責任者」という。）を定め、その職名を公開す

る。最高管理責任者は、原則として、機関の長が当たるものとする。 

<役割> 

最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定・周知するととも

に、それらを実施するために必要な措置を講じる。また、統括管理責任

者及びコンプライアンス推進責任者が責任を持って競争的資金等の運

営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発揮しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運営・管理について機関全

体を統括する実質的な責任と権限を持つ者（以下、「統括管理責任者」と

いう。）を定め、その職名を公開する。 

<役割> 略  
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(３) 機関内の各部局等（例えば、大学の学部、附属の研究所等、一定の

独立した事務機能を備えた組織）における競争的研究費等の運営・管

理について実質的な責任と権限を持つ者として「コンプライアンス推

進責任者」を定め、その職名を公開する。 

<役割> 

コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、 

ア 略 

    イ 不正防止を図るため、部局等内の競争的研究費等の運営・管理

に関わる全ての構成員に対し、コンプライアンス教育を実施し、

受講状況を管理監督する。 

 ウ 自己の管理監督又は指導する部局等において、定期的に啓発活

動を実施する。 

     エ 自己の管理監督又は指導する部局等において、構成員が、適切

に競争的研究費等の管理・執行を行っているか等をモニタリング

し、必要に応じて改善を指導する。 

 

（実施上の留意事項） 

① 略 

また、上記(３)エの競争的研究費等の管理・執行に関しては、事務部

門にも副責任者を任命するなど、コンプライアンス推進責任者へ管理・

執行の情報が着実に伝達される体制を構築することも必要である。 

 

② 略 

 

③ 最高管理責任者は、研究費不正根絶への強い決意を掲げ、不正防止対

策を実効性のあるものとするために、定期的に各責任者から報告を受け

る場を設けるとともに、強力なリーダーシップの下、必要に応じて基本

方針の見直し、必要な予算や人員配置などの措置を行う。 

基本方針の見直しに当たっては、研究活動そのものの効率の低下を招

かず、構成員の負担の軽減、機関の管理コストの低減といった多面的な

視点から、単に厳格化するのではなく、機関として不正を起こさせない

ような組織風土が形成されるよう、実態を踏まえ、柔軟に基本方針を見

直し、その実効性を確保することが重要である。このため、間接経費等

を効果的に活用し、研究支援体制と管理体制の二つの側面から必要な予

 

③ 機関内の各部局等（例えば、大学の学部、附属の研究所等、一定の独

立した事務機能を備えた組織）における競争的資金等の運営・管理につ

いて実質的な責任と権限を持つ者（以下、「コンプライアンス推進責任

者」という。）を定め、その職名を公開する。 

<役割> 

コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、 

1) 略 

2)不正防止を図るため、部局等内の競争的資金等の運営・管理に関

わる全ての構成員に対し、コンプライアンス教育を実施し、受講

状況を管理監督する。 

（新規） 

 

3)自己の管理監督又は指導する部局等において、構成員が、適切に

競争的資金等の管理・執行を行っているか等をモニタリングし、

必要に応じて改善を指導する。 

 

（実施上の留意事項） 

① 略 

また、上記③3)の競争的資金等の管理・執行に関しては、事務部門に

も副責任者を任命するなど、コンプライアンス推進責任者へ管理・執行

の情報が着実に伝達される体制を構築することも必要である。 

 

② 略 

 

③ 最高管理責任者は、定期的に各責任者から報告を受ける場を設け、意

思の浸透を図るとともに、実効性のある対策とするために、必要に応じ

て基本方針の見直し、必要な予算や人員配置などの措置をリーダーシッ

プの下に行う。 

基本方針の見直しに当たっては、研究活動そのものの効率の低下を招

かず、構成員の負担の軽減、機関の管理コストの低減といった多面的な

視点から、単に厳格化するのではなく、機関として不正が起こらないよ

うな組織風土が形成されるよう、実態を踏まえ、柔軟に基本方針を見直

し、その実効性を確保することが重要である。このため、間接経費等を

効果的に活用し、研究支援体制と管理体制の二つの側面から必要な予算
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算や人員配置などの措置を行い、競争的研究費等がより効果的かつ効率

的に活用される環境を醸成することも求められる。 

 

④ 統括管理責任者が行うべき対策として、不正防止計画の策定だけでな

く、コンプライアンス教育や啓発活動等を通じて構成員の意識の向上と

浸透を促し、組織全体で不正を防止する風土を形成するための総合的な

取組が重要である。 

そのため、統括管理責任者には、競争的研究費等の運営・管理に関わ

る構成員を対象としたコンプライアンス教育や啓発活動等の具体的な計

画を策定・実施することが求められる。コンプライアンス教育や啓発活

動の実施計画については、対象、時間・回数、実施時期、内容等を具体

的に示すものとする。 

 

⑤ 略 

や人員配置などの措置を行い、競争的資金等がより効果的かつ効率的に

活用される環境を醸成することも求められる。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 略 

 

２ 監事に求められる役割の明確化 

 

（機関に実施を要請する事項） 

(１) 監事は、不正防止に関する内部統制の整備・運用状況について機関

全体の観点から確認し、意見を述べる。 

 

(２) 監事は、特に、統括管理責任者又はコンプライアンス推進責任者が

実施するモニタリングや内部監査によって明らかになった不正発生要

因が不正防止計画に反映されているか、また、不正防止計画が適切に

実施されているかを確認し、意見を述べる。 

 

（実施上の留意事項） 

① 監事が上記(１)及び(２)に示す役割を十分に果たせるよう、内部監査

部門、不正防止計画推進部署及びその他の関連部署は、監事と連携し、

適切な情報提供等を行う。 

 

② 監事は、上記(１)及び(２)で確認した結果について、役員会等におい

て定期的に報告し、意見を述べる。 

 

 

 

（新規） 
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第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

 

略 

 

１ コンプライアンス教育・啓発活動の実施（関係者の意識の向上と浸透） 

 

（機関に実施を要請する事項） 

(１) コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者が策定する実施計

画に基づき、競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員を対

象としたコンプライアンス教育を実施する。 

 

(２) コンプライアンス教育の内容は、各構成員の職務内容や権限・責任

に応じた効果的で実効性のあるものを設定し、定期的に見直しを行

う。 

 

(３) 実施に際しては、あらかじめ一定の期間を定めて定期的に受講させ

るとともに、対象者の受講状況及び理解度について把握する。 

 

(４) これらの内容を遵守する義務があることを理解させ、意識の浸透を

図るために、競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対

し、受講の機会等に誓約書等の提出を求める。 

 

(５) コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者が策定する実施計

画に基づき、競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対

して、コンプライアンス教育にとどまらず、不正根絶に向けた継続的

な啓発活動を実施する。 

 

(６) 競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員に対する行動規

範を策定する。 

 

（実施上の留意事項） 

① コンプライアンス教育と啓発活動は、相互に補完する形で実施するこ

とが必要である。 

コンプライアンス教育は、不正防止対策の理解の促進を目的として、

競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員を対象とした説明会

第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

 

略 

 

（新規） 
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や e-learning 等の形式により実施し、受講状況及び理解度を把握するこ

とが求められる。 

啓発活動は、コンプライアンス教育の内容を踏まえて意識の向上と浸

透を図ることを目的とし、機関の構成員全体に対して、不正防止に向け

た意識付けを広く頻繁に繰り返し行うことが求められる（下記⑤及び⑥

を参照）。 

 

② コンプライアンス教育では、不正防止対策の理解や意識を高める内容

として、具体的な事例を盛り込み、機関への影響、運用ルール・手続・

告発等の制度などの遵守すべき事項、不正が発覚した場合の機関の懲戒

処分・自らの弁償責任、配分機関における申請等資格の制限、研究費の

返還等の措置、機関における不正対策等について説明する。 

また、効果を高めるため、これらについて具体的な事案を基に懲戒処

分等の内容や機関の不正対策としてモニタリング等を行っていることを

説明することや、自らの過去の不正について機関に自己申告した場合に

は、懲戒処分等において情状が考慮されることがあることなども説明す

ることが考えられる。 

コンプライアンス教育の内容は、責任者、研究者、事務職員などの職

域や常勤、非常勤の雇用形態等の権限や責任・職務に応じて適切に実施

すること及びその内容を定期的に見直し、更新した内容を周知徹底する

ことも望まれる。 

事務職員に対しては、公的資金の適正な執行を確保できるよう専門的

能力（業務に関する知識・能力）を向上させるとともに、研究活動の特

性を十分理解しつつ、研究者が研究を遂行するために適切かつ効率的な

事務を担う立場にあるとの意識を浸透させることが重要である。 

 

③ これらの教育を実施していない機関は、管理責任を問われることや、

不正を行った者の責任を追及できないことにもなりかねない。 

このため、受講機会の確保を目的として複数回の説明会を開催するこ

とや、オンラインによる開催、機関内の e-learning を随時活用すること

により、実効性のある取組とすることが重要である。 

 

④ 競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員から、誓約書等を

求めていないと、受講内容等を遵守する義務があることの意識付けや不

正を行った者に対する懲戒処分等が厳正に行えないことにもなりかねな

い。 
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このため、内部規程等により、誓約書等の提出、内容等について明確

化し、受講の機会等(新規採用者、転入者等についてはその都度)に提出

を求め、遵守事項等の意識付けを図ることが必要である。 

また、実効性を確保するため、誓約書等の提出を競争的研究費等の申

請の要件とすることや提出がない場合は競争的研究費等の運営・管理に

関わることができないこととするなど、併せて内部規程等により明示す

ることも必要である。 

誓約書等は、原則として本人の自署によることとし、盛り込むべき事

項を以下に示す。当該誓約書等が確実に履行可能なものとなるよう、構

成員と協議するなどしてコンセンサスを形成した上で実施することが望

ましい。 

 

<誓約書等に盛り込むべき事項> 

・機関の規則等を遵守すること 

・不正を行わないこと 

・規則等に違反して、不正を行った場合は、機関や配分機関の処分及び

法的な責任を負担すること 

 

⑤ 啓発活動は、役員から現場の研究者や事務担当者に至るまで、構成員

の意識の向上と浸透を図り、不正を起こさせない組織風土を形成するこ

とを目的として、実施計画に基づいて実施するものであり、コンプライ

アンス教育と併用・補完することにより、組織全体での取組について、

その実効性を高めるものである。 

啓発活動の内容は、不正防止計画や内部監査の結果、実際に発生した

不正事案（他機関の事案も含む）及び不正発生要因等に関する検討と認

識の共有を可能とするものでなければならない。その上で、最高管理責

任者が構成員の意識向上を促進させる取組を実施するなど、不正を起こ

させない組織風土の形成を図ることが重要であり、随時柔軟に見直しな

がら実施する必要がある。 

 

⑥ 啓発活動は、不正を起こさせない組織風土の形成のために、全ての構

成員に対して継続的に実施することが重要である。 

部局長等会議、教授会等の既存の会議を活用するほか、メーリングリ

ストの活用やポスター掲示等により、全ての構成員を対象として組織の

隅々まで伝わるよう実施するとともに、少なくとも四半期に１回程度、
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機関又は各部局等の実情に合わせ定期的に実施していくことが求められ

る。 

また、競争的研究費等により謝金、旅費等の支給を受ける学生等に対

しても実施することが望ましい。 

 

⑦ 行動規範の内容は、不正防止対策の基本方針における考え方を反映さ

せたものとする。構成員の意識の向上と浸透のため、個々の事象への対

応ではなく、機関の構成員としての取組の指針を明記し、上記の教育の

中で周知徹底するものとする。 

 

⑧ 機関は、これらの教育は、不正を事前に防止するための取組の一つで

あることを十分認識した上で、第４節や第６節に掲げる日常的な取組や

モニタリング等の活動と複合的に実施していくことが求められる。 

 

２ ルールの明確化・統一化 

（機関に実施を要請する事項） 

 

競争的研究費等に係る事務処理手続に関するルールについて、以下の観点

から見直しを行い、明確かつ統一的な運用を図る。 

 

(１) 競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての構成員にとって分か

りやすいようにルールを明確に定め、ルールと運用の実態が乖離し

ていないか、適切なチェック体制が保持できるか等の観点から点検

し、必要に応じて見直しを行う。 

 

(２) 略 

 

(３) 略 

 

(４) 競争的研究費等により謝金、旅費等の支給を受ける学生等に対し

てもルールの周知を徹底する。 

 

（実施上の留意事項） 

① 機関内ルールの策定に当たっては、慣例にとらわれることなく、実

態を踏まえ、業務が最も効率的かつ公正に遂行できるものとする。ま

た、ルールが形骸化しないよう、第６節に掲げるモニタリング等の結

（１）ルールの明確化・統一化 

（機関に実施を要請する事項） 

 

競争的資金等に係る事務処理手続に関するルールについて、以下の観点か

ら見直しを行い、明確かつ統一的な運用を図る。 

 

① 競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員にとって分かりや

すいようにルールを明確に定め、ルールと運用の実態が乖離していな

いか、適切なチェック体制が保持できるか等の観点から点検し、必要

に応じて見直しを行う。 

 

② 略 

 

③ 略 

 

（新規） 

 

 

（実施上の留意事項） 

① 機関内ルールの策定に当たっては、慣例にとらわれることなく、実

態を踏まえ、業務が最も効率的かつ公正に遂行できるものとする。 
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果も踏まえ、必要に応じて見直しを行うこととする。更に、機関内ル

ール全体を通して定期的に点検・見直しを行うことが望ましい。 

 

② 略 

 

③ ルールの周知に当たっては、研究者、事務職員など、それぞれの職

務に応じた視点から、分かりやすい形での周知に努める。 

 

 

 

 

② 略 

 

③ ルールの周知に当たっては、研究者、事務職員など、それぞれの職

務に応じた視点から、分かりやすい形での周知に努める。また、競争

的資金等の運営・管理に関わるリサーチアシスタント等への周知はも

とより、競争的資金等の運営・管理に関わるその他の学生などにも広

く周知することが望ましい。 

３ 職務権限の明確化 

 

   略 

 

（２）職務権限の明確化 

 

   略 

 

（削除） （３）関係者の意識向上 

 （機関に実施を要請する事項） 

① 競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に、自らのどのよう

な行為が不正に当たるのかをしっかりと理解させるため、コンプライア

ンス教育（機関の不正対策に関する方針及びルール等）を実施する。 

 

② 実施に際しては、受講者の受講状況及び理解度について把握する。 

 

③ これらの内容を遵守する義務があることを理解させ、意識の浸透を図

るために、競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に対し、受

講の機会等に誓約書等の提出を求める。 

 

④ 競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に対する行動規範を

策定する。 

 

（実施上の留意事項） 

① コンプライアンス教育では、不正防止対策の理解や意識を高める内容

として、具体的な事例を盛り込み、機関への影響、運用ルール・手続・

告発等の制度などの遵守すべき事項、不正が発覚した場合の機関の懲戒

処分・自らの弁償責任、配分機関における申請等資格の制限、研究費の

返還等の措置、機関における不正対策等について説明する。 
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また、効果を高めるため、これらについて具体的な事案を基に懲戒処

分等の内容や機関の不正対策としてモニタリング等を行っていることを

説明することや、自らの過去の不正について機関に自己申告した場合に

は、懲戒処分等において情状が考慮されることがあることなども説明す

ることが考えられる。 

コンプライアンス教育の内容は、責任者、研究者、事務職員などの職

域や常勤、非常勤の雇用形態等の権限や責任・職務に応じて適切に実施

すること及びその内容を定期的に見直し、更新した内容を周知徹底する

ことも望まれる。 

 

② これらの教育を実施していない機関は、管理責任を問われることや、

不正を行った者の責任を追及できないことにもなりかねない。 

このため、実効性ある取組とするために、例えば、大学の学部等の教

授会を活用して周知徹底することや、受講機会を確保するため、複数回

の説明会の開催や機関内の e-learning を活用することも考えられる。 

 

③ 競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員から、誓約書等を求

めていないと、受講内容等を遵守する義務があることの意識付けや不正

を行った者に対する懲戒処分等が厳正に行えないことにもなりかねな

い。 

このため、内部規程等により、誓約書等の提出、内容等について明確

化し、受講の機会等(新規採用者、転入者等についてはその都度)に提出

を求め、遵守事項等の意識付けを図ることが必要である。 

また、実効性を確保するため、誓約書等の提出を競争的資金等の申請

の要件とすることや提出がない場合は競争的資金等の運営・管理に関わ

ることができないこととするなど、併せて内部規程等により明示するこ

とも必要である。 

誓約書等は、原則として本人の自署によることとし、盛り込むべき事

項を以下に示す。当該誓約書等が確実に履行可能なものとなるよう、構

成員と協議するなどしてコンセンサスを形成した上で実施することが望

ましい。 

 

 <誓約書等に盛り込むべき事項> 

・機関の規則等を遵守すること 

・不正を行わないこと 
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・規則等に違反して、不正を行った場合は、機関や配分機関の処分及び

法的な責任を負担すること 

 

④ 行動規範の内容は、研究者や事務職員など、それぞれの問題意識を反

映させたものとする。構成員の意識向上のため、個々の事象への対応で

はなく、機関の構成員としての取組の指針を明記し、上記の教育の中で

周知徹底するものとする。  

 

⑤ 機関は、これらの教育は、不正を事前に防止するための取組の一つで

あることを十分認識した上で、第４節や第６節に掲げる日常的な取組や

モニタリング等の活動と複合的に実施していくことが求められる。 

 

４ 告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の整備及び運用の透明化 

 

略 

 

（４）告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の整備及び運用の透明化 

 

   略 

第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画 の策定・実施 

 

不正を発生させる要因を把握し、具体的な不正防止計画を策定・実施する

ことにより、関係者の自主的な取組を喚起し、不正の発生を防止することが

必要である。 

不正防止計画の着実な実施は、最終的には最高管理責任者の責任であり、

実際に不正が発生した場合には、最高管理責任者の対応が問われることとな

る。 

 

１ 不正防止計画の推進を担当する者又は部署の設置 

（機関に実施を要請する事項） 

(１) 機関全体の観点から不正防止計画の推進を担当する者又は部署

（以下「防止計画推進部署」という。）を置く。 

 

(２) 防止計画推進部署は、統括管理責任者とともに機関全体の具体的

な対策（不正防止計画、コンプライアンス教育・啓発活動等の計画

を含む。）を策定・実施し、実施状況を確認する。 

 

第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画 の策定・実施 

 

不正を発生させる要因を把握し、具体的な不正防止計画を策定・実施する

ことにより、関係者の自主的な取組を喚起し、不正の発生を防止することが

必要である。 

 

 

 

 

（新規） 
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(３) 防止計画推進部署は監事との連携を強化し、必要な情報提供等を

行うとともに、不正防止計画の策定・実施・見直しの状況について

意見交換を行う機会を設ける。 

 

（実施上の留意事項） 

① 防止計画推進部署は、統括管理責任者がその役割を果たす上での実

働部門として位置付けるとともに、最高管理責任者の直属として設置

するなどにより、機関全体を取りまとめることができるものとする。 

また、機関の内部監査部門とは別に設置し、密接な連絡を保ちつつ

も内部監査部門からのチェックが働くようにすることが必要である。

なお、機関の規模によっては既存の部署を充て、又は既存の部署の職

員が兼務することとしても差し支えない。 

 

② 防止計画推進部署には、研究経験を有する者を含むことが望まし

い。 

 

２ 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

 

（機関に実施を要請する事項） 

(１) 防止計画推進部署は、内部監査部門とも連携し、不正を発生させ

る要因がどこにどのような形であるのか、機関全体の状況を体系的

に整理し評価する。 

 

(２) 最高管理責任者が策定する不正防止対策の基本方針に基づき、統

括管理責任者及び防止計画推進部署は、機関全体の具体的な対策の

うち最上位のものとして、不正防止計画を策定する。 

 

(３) 不正防止計画の策定に当たっては、上記(１)で把握した不正を発

生させる要因に対応する対策を反映させ、実効性のある内容にする

とともに、不正発生要因に応じて随時見直しを行い、効率化・適正

化を図る。 

 

(４) 部局等は、不正根絶のために、防止計画推進部署と協力しつつ、

主体的に不正防止計画を実施する。 

 

 

（１）不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定 

 

（機関に実施を要請する事項） 

① 不正を発生させる要因がどこにどのような形であるのか、機関全体

の状況を体系的に整理し評価する。 

 

 

② 不正を発生させる要因に対応する具体的な不正防止計画を策定す

る。 
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（実施上の留意事項） 

① 不正を発生させる要因の把握に当たっては、一般的に以下のような

リスクに注意が必要である。その他、各機関の実態に即した特有のリ

スクにも留意する。 

 

 略 

・競争的研究費等が集中している、又は新たに大型の競争的研究費等を

獲得した部局・研究室 

 略 

 

②～⑥ 略 

（実施上の留意事項） 

① 不正を発生させる要因の把握に当たっては、一般的に以下のような

リスクに注意が必要である。 

 

 

（ア）～（エ） 略 

（オ）競争的資金等が集中している部局・研究室。 

（カ）～（ス） 略 

 

 

②～⑥ 略 

 

（削除） （２）不正防止計画の実施 

（機関に実施を要請する事項） 

  ① 研究機関全体の観点から不正防止計画の推進を担当する者又は部署

（以下、「防止計画推進部署」という。）を置き、機関全体の具体的な

対策を策定・実施し、実施状況を確認する。 

 

② 最高管理責任者が率先して対応することを機関内外に表明するとと

もに、自ら不正防止計画の進捗(しんちょく)管理に努めるものとす

る。 

 

（実施上の留意事項） 

① 防止計画推進部署は、最高管理責任者の直属として設置するなどによ

り、機関全体を取りまとめることができるものとする。なお、機関の規

模によっては既存の部署を充て、又は既存の部署の職員が兼務すること

としても差し支えない。 

 

② 防止計画推進部署には、研究経験を有する者を含むことが望ましい。 

 

③ 防止計画推進部署は機関の内部監査部門とは別に設置し、密接な連絡

を保ちつつも内部監査部門からのチェックが働くようにすることが望ま

しい。 
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④ 不正防止計画の着実な実施は、最高管理責任者の責任であり、実際に

不正が発生した場合には、最高管理責任者の対応が問われることとな

る。 

 

⑤ 部局等は、機関全体で不正が生じにくいように、防止計画推進部署と

協力しつつ、主体的に不正防止計画を実施する。 

 

第４節 研究費の適正な運営・管理活動 

 

第３節で策定した不正防止計画を踏まえ、適正な予算執行を行う。業者と

の癒着の発生を防止するとともに、不正につながりうる問題が捉えられるよ

う、第三者からの実効性のあるチェックが効くシステムを作って管理するこ

とが必要である。また、研究費の執行に関する書類やデータ等は機関の定め

た期間保存し、後日の検証を受けられるようにする必要がある。 

 

（機関に実施を要請する事項） 略 

 

（実施上の留意事項） 

①～⑤ 略 

⑥ 検収の際は、発注データ（発注書や契約書等）と納入された現物を照

合するとともに、据え付け調整等の設置作業を伴う納品の場合は、設置

後の現場において納品を確認する。 

⑦～⑪ 略 

⑫ 旅費の支払いに当たっては、コーポレートカードの活用や旅行業者へ

の業務委託等により、研究者が支払いに関与する必要のない仕組みを導

入することが望ましい。 

⑬ 略 

 

第４節 研究費の適正な運営・管理活動 

 

第３節で策定した不正防止計画を踏まえ、適正な予算執行を行う。業者と

の癒着の発生を防止するとともに、不正につながりうる問題が捉えられるよ

う、第三者からの実効性のあるチェックが効くシステムを作って管理するこ

とが必要である。 

 

 

（機関に実施を要請する事項） 略 

 

（実施上の留意事項） 

①～⑤ 略 

⑥ 納品伝票は納品された現物と照合した上で機関の定めた期間保存し、

後日の検証を受けられるようにする。 

 

⑦～⑪ 略 

（新規） 

 

 

 ⑬ 略 

第５節 情報発信・共有化の推進  

 

略 

第５節 情報発信・共有化の推進 

 

略 

 

第６節 モニタリングの在り方 

 

略 

 

第６節 モニタリングの在り方 

 

略 
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（機関に実施を要請する事項） 

(１) 競争的研究費等の適正な管理のため、機関全体の視点からモニタ

リング及び監査制度を整備し、実施する。 

 

(２) 内部監査部門は、最高管理責任者の直轄的な組織としての位置付

けを明確化するとともに、実効性ある権限を付与し強化する。 

 

(３) 内部監査部門は、毎年度定期的に、ルールに照らして会計書類の

形式的要件等が具備されているかなど、財務情報に対するチェック

を一定数実施する。また、競争的研究費等の管理体制の不備の検証

も行う。 

 

(４) 内部監査部門は、上記(３)に加え、第３節１の防止計画推進部署

との連携を強化し、同節２「実施上の留意事項」①に示すリスクを

踏まえ、機関の実態に即して要因を分析した上で、不正が発生する

リスクに対して、重点的にサンプルを抽出し、抜き打ちなどを含め

たリスクアプローチ監査を実施する。 

 

（削除） 

 

 

(５) 内部監査の実施に当たっては、過去の内部監査や、統括管理責任

者及びコンプライアンス推進責任者が実施するモニタリングを通じ

て把握された不正発生要因に応じて、監査計画を随時見直し、効率

化・適正化を図るとともに、専門的な知識を有する者（公認会計士

や他の機関で監査業務の経験のある者等）を活用して内部監査の質

の向上を図る。 

 

(６)  内部監査部門は、効率的・効果的かつ多角的な内部監査を実施す

るために、監事及び会計監査人との連携を強化し、必要な情報提供

等を行うとともに、機関における不正防止に関する内部統制の整

備・運用状況や、モニタリング、内部監査の手法、競争的研究費等

の運営・管理の在り方等について定期的に意見交換を行う。 

 

(７) 機関は、第７節１「文部科学省が実施すべき事項」③に掲げる調

査について協力することとする。 

（機関に実施を要請する事項） 

① 競争的資金等の適正な管理のため、機関全体の視点からモニタリン

グ及び監査制度を整備し、実施する。 

 

 （新規） 

 

 

② 内部監査部門は、毎年度定期的に、ルールに照らして会計書類の形

式的要件等が具備されているかなど、財務情報に対するチェックを一

定数実施する。また、競争的資金等の管理体制の不備の検証も行う。 

 

 

③ 内部監査部門は、上記②に加え、第３節（２）の防止計画推進部署

との連携を強化し、同節（１）「実施上の留意事項」①に示すリスクを

踏まえ、機関の実態に即して要因を分析した上で、不正が発生するリ

スクに対して、重点的にサンプルを抽出し、抜き打ちなどを含めたリ

スクアプローチ監査を実施する。 

 

④ 内部監査部門を最高管理責任者の直轄的な組織として位置付け、必

要な権限を付与するための内部規程等を整備する。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

⑤ 内部監査部門と監事及び会計監査人との連携を強化する。 

 

 

 

 

 

⑥ 機関は、第７節（１）「文部科学省が実施すべき事項」③に掲げる調

査について協力することとする。 
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(８) 内部監査結果等については、コンプライアンス教育及び啓発活動

にも活用するなどして周知を図り、機関全体として同様のリスクが

発生しないよう徹底する。 

 

（実施上の留意事項） 

① 内部監査部門の体制を強化するため、高い専門性を備え、機関の運営

を全体的な視点から考察できる人材を配置することが望ましい。 

 

 

②～⑤ 略 

 

⑥ 内部監査部門は、防止計画推進部署から不正発生要因の情報を入手し

た上で、監査計画を適切に立案するとともに、防止計画推進部署におい

ては、内部監査結果等を不正防止計画に反映させる。 

 

⑦ 内部監査部門及び監事は、監査の効果を発揮できるよう、機関のコン

プライアンスを包括する部署や外部からの相談を受ける窓口等、機関内

のあらゆる組織と連携するとともに、不正に関する通報内容を把握し、

機関内で適切な対応がとられているかを確認することが望ましい。 

 

⑧～⑪ （削除） 

 

（新規） 

 

 

 

（実施上の留意事項） 

① 内部監査部門を強化するため、高い専門性を備え、機関の運営を全体

的な視点から考察できる人材を配置することや公認会計士等の外部有識

者を加えて内部監査を実施することも望まれる。 

 

②～⑤ 略 

 

⑥ 防止計画推進部署から不正発生要因の情報を入手した上で、監査計画

を適切に立案する。 

 

 

⑦ 監査報告の取りまとめ結果について、コンプライアンス教育の一環と

して、機関内で周知を図り、類似事例の再発防止を徹底する。 

 

⑧ 監事及び会計監査人と内部監査部門が、それぞれの視点から、機関内

の不正発生要因や監査の重点項目について情報や意見の交換を行い、効

率的・効果的かつ多角的な監査を実施できるようにする。 

 

⑨ 監事は、業務監査の観点から、不正防止に関する内部統制の整備・運

用状況や、モニタリング、内部監査の手法について実効性の面から検証

し、最高管理責任者に意見を述べることが求められる。 

 

⑩ 内部監査部門は、機関のコンプライアンスを包括する部署や外部から

の相談を受ける窓口等、機関内のあらゆる組織と連携し、監査の効果を

発揮できるようにする。 

 

⑪ 内部監査の実施に当たっては、把握された不正発生要因に応じて、監

査計画を随時見直し効率化・適正化を図る。 

 

第７節 文部科学省による研究機関に対するモニタリング等及び文部科学

省､配分機関による体制整備の不備がある機関に対する措置の在り方 

第７節 文部科学省による研究機関に対するモニタリング等及び文部科学

省､配分機関による体制整備の不備がある機関に対する措置の在り方 
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   略 

 

 

   略 

第８節 文部科学省、配分機関による競争的研究費等における不正への 

対応 

 

略 

 

第８節 文部科学省、配分機関による競争的資金制度における不正への対応 

 

 

    略 

 


